
技術確立・製品化

2014年度 2015年度 2016年度主な取組

革新的構造材料の開発による効率的エネルギー利用

構
造
材
料
（
３
）

【社会実装に向けた取り組み】
・国際展開のための技術開発段階からの国際標準化、基準化、認証システムの推進
・トップランナー制度による省エネルギーの推進

・ テスト用加工機システムを用いての
炭素繊維樹脂（CFRP）の切断
処理後の加工品位評価、開発レー
ザーの評価、加工条件の基礎デー
タを取得

・ 開発したレーザーと光学システムを
組み合わせた表面処理装置の加
工システム化の推進、性能評価の
実施

・ レーザー粉末成形装置の成形精
度：±0.1 mm、成形時間：16 
時間以内（高さ50 mmサイズ基
準パーツ）を達成しプロトタイプ完
成

・ 切断加工速度6 m/min以上、切断面
における反応層の厚み100 μm以下
（基材厚み3 mm以上）を達成する加
工技術の確立、CFRPレーザー切断加工
装置のプロトタイプを完成

・ ビーム幅500mm以上の表面処理技術
の確立し、大面積レーザー表面処理装置
のプロトタイプ完成

・ 切断加工に係る評価技術の構築及び、
上記加工条件や品位が可能なCFRP 加
工システムのグランドデザインを作成

・ 表面処理に係るレーザー結晶化性能の検
証及び、大面積表面処理性能を評価し、
加工システムの実証評価を実施

・ CFRP レーザー切断加工システムの製品化

・ 大面積レーザー表面処理システムの製品化

技術開発

2013年度（成果）

＜構造材料の飛躍的な
軽量化・長寿命化により、
輸送機器（自動車・航
空機等）等をはじめとす
るエネルギー利用効率向
上に貢献(2030年)＞

新材料特性等評価技術
の確立・標準化

・ 各種材料の適した接合技術の
検証

・ 母材強度に対する継手強度50％の達成 ・ 母材強度に対する継手強度70％の達成 ・ 母材強度の90％の継手強度へ向けた開
発方針検討

技術開発

技術開発ＳＩＰ
・マテリアルズインテグレーションフ
レームワークの設計、金属加工プロ
セス設計に必要なモジュール開発。
・重要材料分野での拠点形成に
関する検討

・マテリアルズインテグレーションの計算
機システム作製、金属加工プロセス設
計に必要なモジュール開発及びモ
ジュール間インターフェースの策定。
・重要材料分野での拠点形成の準備

・マテリアルズインテクレーションの基
本システムの完成と金属加工プロ
セスに応用手法の確定
・重要材料分野での拠点設立

材料情報のデータベース化・フィードバック

材料情報のデータベース化・フィードバック

新部素材等レーザー加工技術の開発

新材料特性等評価技術の開発・標準化

異種材料接合等技術の開発・標準化
ＳＩＰ
革新的構造材料

アウトカム
中間目標（2020年～）
＜成果目標(2030年)＞

エネルギー（５）
ナノテクノロジー分野より再掲
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・ 低温室効果冷媒用空調機器の実
用化の見通しを得る

・ 高効率かつ低温室効果の新冷媒
の候補選定

・ 微燃性冷媒の性能 安全性評価に
ついて項目・指針の見通しを得る

技術開発 技術確立 成果の展開

・ 選定された新冷媒について、安全性評価を
完了
・ 微燃性冷媒の実用条件におけるデータの
収集を完了

・ 現状と同等以上の性能を実現する低温
室効果冷媒利用基盤技術を確立

・ 選定された新冷媒について、実機による
評価を実施
・ 実規模に近い実験施設において微燃性
冷媒の特性評価等を実施

住宅：
2020年までに標準的な
新築住宅で、2030年ま
でに新築住宅の平均で
ZEH（ネット・ゼロ・エネル
ギー・ハウス）を実現

ビル：
2020年までに新築公共
建築物等で、2030年ま
でに新築建築物の平均
でZEB（ネット・ゼロ・エネ
ルギー・ビル）を実現

2014年度 2015年度 2016年度主な取組

需要側におけるエネルギー利用技術の高度化

エ
ネ
ル
ギ
␗
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

シ
ス
テ
ム
技
術
（
x
E
M
S
）
（
１
）

【社会実装に向けた取り組み】
・国際展開のための技術開発段階からの国際標準化、基準化、認証システムの推進
・エネルギーマネジメント国際規格、環境国際規格等の適用拡大・推進
・トップランナー制度による省エネルギーの推進
・システム統合化・事業化の隘路となる規制・制度の整備

住宅・ビルの省エネ技術の開発（断熱技術等）

住宅・ビルの分散型エネルギー技術の開発

省エネ機器及びその制御手法の開発

高効率機器・スマート機器の開発

ZEH・ZEB関連技術の開発

2013年度（成果）
アウトカム

中間目標（2020年～）
＜成果目標(2030年)＞

エネルギー（６）
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コミュニティ：
2020年代早期に、ス
マートメーターの普及、お
よび電力システム改革に
より、ピーク時間帯の電力
需要を有意に抑制するこ
とが可能となる環境を実
現

2014年度 2015年度 2016年度主な取組

需要側におけるエネルギー利用技術の高度化

エ
ネ
ル
ギ
␗
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

シ
ス
テ
ム
技
術
（
x
E
M
S
）
（
２
）

住宅・ビル単位でのデマンドレスポンスのシステム・運用技術開発

デマンドレスポンスの開発・実証

地域単位でのエネルギー情報通信ネットワーク技術及びエネルギー機器の統合的制御技術の開発

地域単位でのデマンドレスポンスシステムの実現に向けた技術開発・実証

地域エネルギーマネジメントシステムの技術開発・実証

地域単位での防災性・自立分散性向上に向けた技術開発

地域エネルギーマネジメントシステムの普及

デマンドレスポンスの普及

・ 地域単位でのEMS
（CEMS）の技術開発

・ 地域単位でのEMS（CEMS）の構築

技術開発 技術確立

・ 100世帯規模のシミュレーションの
実施

・ H24にITU-Tに提案したアーキテ
クチャの標準化活動

・ 1000世帯規模のシミュレーションを実施し
20％以上の電力消費削減を実現
・ H24にITU-Tに提案したアーキテクチャの
標準化活動

技術開発 技術確立

情報交換・標準化推進

成果の普及展開

成果の普及展開

2013年度（成果）

【社会実装に向けた取り組み】
・国際展開のための技術開発段階からの国際標準化、基準化、認証システムの推進
・エネルギーマネジメント国際規格、環境国際規格等の適用拡大・推進
・トップランナー制度による省エネルギーの推進
・システム統合化・事業化の隘路となる規制・制度の整備

Ｈ２６アクションプランでの連携
スマートグリッド技術の開発

アウトカム
中間目標（2020年～）
＜成果目標(2030年)＞

エネルギー（６）
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革新的省エネプロセス技
術の確立

2014年度 2015年度 2016年度主な取組

工場・プラント等における革新的省エネプロセスの技術開発

化学品製造プロセスの省エネ化技術の開発

環境調和型製鉄プロセス技術の開発

エレクトロニクス製造プロセスの省エネ化技術の開発省
エ
ネ
プ
ロ
セ
ス
技
術

セメント製造プロセスの省エネ化技術の開発

需要側におけるエネルギー利用技術の高度化

・ 要素技術の統合による連続製造
試作ラインの立ち上げ

・ 短タクト化印刷技術の開発及び乾
燥・焼成工程の低温プロセス化の
開発

・ 大面積均質化印刷技術の開発
・ 印刷TFTアレイの高動作速度化
技術の開発

・ 個別要素技術の整合化による標準製造
試作ラインの高度化

・ デバイス試作評価による実用化課題の
抽出

・ 個別要素技術の集積による連続印刷プロ
セスの開発

・ 高性能フレキシブルデバイスの製造実証

その他生産プロセスの省エネ化技術の開発

・ 省エネ型クリンカ焼成技術、クリンカ焼
成プロセスのシミュレーション解析技術、
クリンカ焼成プロセスの温度計測技術
をミニプラントに適用し、省エネ効果を
確認

・ セメント製造プロセス全体の設計提案を
実施

・ 実験的検証による実用化に向けた技術
課題の抽出

・ 高炉からのCO2削減技術検証に
係る試験高炉（10m3規模）を
設計

・ 高炉からのCO2分離回収技術の
開発

・ 高炉からのCO2削減技術検証に係る試
験高炉（10m3規模）の建設開始

・ 高炉からのCO2分離回収技術の開発

・ 試験高炉（10m3規模）の建設完了
・ 実証炉（100m3規模）の基本仕様提
案に向けた検証試験を開始

・ 高炉からのCO2分離回収技術の開発

・ 試験高炉（10m3規模）操業による各
種検証を実施

・ 高炉からのCO2分離回収技術の開発

技術開発 技術確立

技術開発

技術開発

・ 省エネ型新規フレキシブルデバイスの開発

成果の普及展開

2013年度（成果）

【社会実装に向けた取り組み】
・国際展開のための技術開発段階からの国際標準化、基準化、認証システムの推進
・エネルギーマネジメント国際規格、環境国際規格等の適用拡大・推進
・システム統合化・事業化の隘路となる規制・制度の整備

アウトカム
中間目標（2020年～）
＜成果目標(2030年)＞

エネルギー（６）
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基幹系統連系の高度化
技術の実装

2020年に系統用蓄電
池のコストを2.3万円
/kWh以下程度まで低
減

2014年度 2015年度 2016年度主な取組

多様なエネルギー利用を促進するネットワークシステムの構築

エ
ネ
ル
ギ
␗
ネ
ッ
ト
ワ
␗
ク
シ
ス
テ
ム
技
術

【社会実装に向けた取り組み】
・自治体等を含めた広域展開の枠組みの創設・拡充
・システム構成要素及びシステム技術の国際標準化推進
・システム統合化・事業化の隘路となる規制・制度の整備

系統連系・制御技術の開発

エネルギー情報通信ネットワークの開発

大型蓄電池利用技術の開発

系統需給計画・制御システムの開発

分散型エネルギー技術の開発

再生可能エネルギー技術の開発（再掲）

分散型エネルギーの協調技術の開発

熱利用技術の高度化

（再掲）
・ 100世帯規模のシミュレーションの実
施

・ H24にITU-Tに提案したアーキテク
チャの標準化活動

・ 1000世帯規模のシミュレーションを実施し
20％以上の電力消費削減を実現
・ H24にITU-Tに提案したアーキテクチャの
標準化活動

（再掲）
・ 地域単位でのEMS（CEMS）
の技術開発

・ 長寿命、低コスト、安全性の高い
大型蓄電システムの開発

・ フィールドテストによる実証等

・ 長寿命、低コスト、安全性の高い大型蓄
電システムの開発
・ フィールドテストによる実証等

技術開発
・ 地域単位でのEMS（CEMS）の構築
技術確立

・ 成果の普及展開

技術開発

技術開発 技術の確立

技術確立

情報交換・標準化推進

成果の普及展開

成果の普及展開

2013年度（成果）

再生可能エネルギー・コー
ジェネレーション等の普及
促進

Ｈ２６アクションプランでの連携
スマートグリッド技術の開発（再掲）

アウトカム
中間目標（2020年～）
＜成果目標(2030年)＞

エネルギー（７）

・ 長寿命、低コスト、安全性の高い
大型蓄電システムの開発
・ フィールドテストによる実証等
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新規エネルギーキャリアの基
盤技術確立
水素インフラの整備
水素ステーションの低コスト
化
安全性評価技術の確立

ＳＩＰ
・漏洩事故、大気拡散シミュレーション基礎
データ収集
・LCAシステムの構築

技術開発 ・漏洩事故、大気拡散シミュレーション基礎
データ収集・毒性評価
・周辺住民へのリスク評価、安全対策シス
テム構築
・LCAシステムによる本格的評価・体系化

・大気拡散シミュレーション毒性評価
・周辺住民へのリスク評価、安全対策シス
テム構築

・LCAシステムによる本格的評価・体系化

ＳＩＰ
・アンモニア発電（SOFC）
モデリング、装置設計

・分散型合成システム
要素技術開発・シミュレーション

・太陽熱基幹部材
要素技術開発・試作・評価設備の構
築
・脱水素反応器・高純度化装置の開発
高活性・抗耐久触媒膜モジュール開発
・脱水素システム開発
プロト機設計・制作

・アンモニア発電（SOFC）
装置試作・運転

・分散型合成システム
要素技術開発・シミュレーション

・太陽熱基幹部材
要素技術開発・試作・評価設備の構
築
・脱水素反応器・高純度化装置の開発
スケールアップ・量産技術開発
・脱水素システム開発
プロト機運転評価

・アンモニア発電（SOFC）
装置試作・運転

・分散型合成システム
システム設計

・太陽熱基幹部材
試作・評価設備の構築

・脱水素反応器・高純度化装置の開発
スケールアップ・量産技術開発

・脱水素システム開発
大型試作機設計、要素機器試作検
証

技術開発

2014年度 2015年度 2016年度主な取組

エネルギーキャリア開発
エ
ネ
ル
ギ
␗
キ
ャ
リ
ア
（
水
素
キ
ャ
リ
ア
等
）
利
用
技
術
（
１
）

新規エネルギーキャリアの技術開発 （アンモニア、MCH等）

・ガバニングボードの設置など
研究体制の整備

・実用化に向けた材料探索やプロセス
技術などの要素技術の基礎検討

・実用化に向けた材料探索やプロセス
技術などの要素技術の最適化

・材料の最適化やプロセスの効率化など
の成果から有用性の確認

体制構築 技術開発

共通技術との連携

2013年度（成果）

成果の提供
計画見直し

成果の提供
計画見直し

安全性評価技術の開発

エネルギーキャリアの安全性評価研究

ＳＩＰ
エネルギーキャリア技術

シナリオと成果の共有
共通技術との連携

Ｈ２６アクションプランでの連携
エネルギーキャリア技術

革新的エネルギー変換・貯蔵・輸送技術の高度化
アウトカム

中間目標（2020年～）
＜成果目標(2030年)＞

エネルギー（８）
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新規エネルギーキャリアの基
盤技術確立
水素インフラの整備
水素ステーションの低コスト
化
安全性評価技術の確立

水素製造技術の開発

水素インフラ整備

2014年度 2015年度 2016年度主な取組

エ
ネ
ル
ギ
␗
キ
ャ
リ
ア
（
水
素
キ
ャ
リ
ア
等
）
利
用
技
術
（
２
）

2013年度（成果）

・ ガバニングボードの設置など研究
体制の整備

・ 電解電流の高密度化の検討
・ 水素製造システム設計

・ 電解電流の高密度化の確認
・ 水素製造システム改良
・ メンテナンスコストダウンの検討

体制構築 技術開発

水素貯蔵・輸送技術の開発

・ ガバニングボードの設置など研
究体制の整備

・ 高効率液化システムの設計
・ 液化水素貯蔵システムの設計

・ 高効率液化システムや液化水素貯蔵
システムの大型化の検討

体制構築 技術開発

水素供給技術の開発

・ 再生可能エネルギーキャリアシステムのポ
テンシャル調査、コスト評価及びトータル
システムの検討

・ 再生可能エネルギー導入に係るトータルシ
ステムシナリオの作成

・ トータルシステムシナリオを微細化し、技
術目標の妥当性を最新技術に基づいて
策定

シナリオ検討・作成 シナリオ策定

水素ステーションの整備（4大都市圏を中心に先行整備）

成果の提供
計画見直し

ＳＩＰ
・ ローディングシステムの研究開発
仕様・構造の検討

・荷役の運用にルール整備
事故災害シナリオの検討

・ ローディングシステムの研究開発
仕様・構造の検討、熱解析・構造解析

・荷役の運用にルール整備
事故災害シナリオの検討、リスク評価

分析、リスク低減措置の検討

・ ローディングシステムの研究開発
熱解析・構造解析

・荷役の運用にルール整備
リスク評価分析、リスク低減措置の検討

・入熱量300W/mの断熱性能を有する緊急
離脱機構の実用化

技術開発・ルール整備

成果の提供
計画見直し

液化水素用荷役技術の開発とルール整備

導入シナリオ検討

トータルシステムシナリオの検討

成果の提供
計画見直し

Ｈ２６アクションプランでの連携
エネルギーキャリア技術

革新的エネルギー変換・貯蔵・輸送技術の高度化
アウトカム

中間目標（2020年～）
＜成果目標(2030年)＞

エネルギー（８）

ＳＩＰ
エネルギーキャリア
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新規エネルギーキャリアの基
盤技術確立
水素インフラの整備
水素ステーションの低コスト
化
安全性評価技術の確立

2014年度 2015年度 2016年度主な取組

エ
ネ
ル
ギ
␗
キ
ャ
リ
ア
（
水
素
キ
ャ
リ
ア

等
）
利
用
技
術
（
３
）

ＳＩＰ
・ガスタービン用ドライ型低ＮＯｘ水素燃
焼器開発
（実条件試験設備検討・設計）

技術開発

水素ガスタービン技術開発

水素燃焼（利用）技術

水素エンジン技術開発

・ガスタービン用ドライ型低ＮＯｘ水素燃
焼器開発
（実条件試験設備検討・設計）
（実条件試験設備設置）

・ガスタービン用ドライ型低ＮＯｘ水素燃
焼器開発
（実条件試験設備設置）

2013年度（成果）

ＳＩＰ
・ 高圧水素直接噴射エンジン基盤技
術開発（設計・試作）

・高圧水素直接噴射エンジン基盤技術開発
（要素試験）

技術開発
・高圧水素直接噴射エンジン基盤技
術開発（設計・試作・要素試験）

・燃焼解析と燃焼制御技術
（装置設計）

・燃焼解析と燃焼制御技術
（可視化試験）

・燃焼解析と燃焼制御技術
（シミュレーション試験）

【社会実装に向けた取り組み】
・事業化の隘路となる規制の緩和、保安基準の検証・見直し
・国際展開のための技術開発段階からの国際標準化、基準化、認証システムの推進

ＳＩＰ
エネルギーキャリア

成果の提供
計画見直し

革新的エネルギー変換・貯蔵・輸送技術の高度化
アウトカム

中間目標（2020年～）
＜成果目標(2030年)＞

エネルギー（８）
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世界の蓄電池市場規模
（20兆円）の5割を国
内関連企業が獲得

2014年度 2015年度 2016年度主な取組

次
世
代
蓄
電
池
技
術

【社会実装に向けた取り組み】
・事業化の隘路となる規制の緩和、保安基準の検証・見直し
・国際展開のための技術開発段階からの国際標準化、基準化、認証システムの推進

革新的エネルギー変換・貯蔵・輸送技術の高度化

・ 研究の実施体制の構築、活動の着手
ガバニングボード等の体制の整備
・ 蓄電池の作動原理の探索及び新しい
電池用ナノ材料の解析等の実施

蓄電池材料の開発

・ 実用化に向けた活物質や電解質材料の
探索を実施
・ 蓄電池の作動原理の探索及び新しい電
池用ナノ材料の解析等の実施

・ 実用化に向けた活物質や電解質材料の
最適化・絞り込みを開始
・ 新しい電池用ナノ材料の最適構造と制
御方法の開発等の実施

・ 電池技術における要素技術の有効性の確
認を実施
・ 新しい電池用ナノ材料の最適構造と制御
方法の開発等の実施

・ 先進リチウムイオン電池材料の評価手
順書の作成

・ 全固体電池材料の標準構成電池の
試作に向けた材料等の検討を実施

（再掲）
・大型蓄電池
長寿命、低コスト、安全性の高い大型蓄
電システムの開発
フィールドテストによる実証等
・車載用蓄電池
高性能材料の改良及び要素技術開発
一部材料を用いた試作セルを作製

・革新型蓄電池
蓄電池の内部反応メカニズムの解明
革新型蓄電池の基盤技術開発

・ 大型蓄電池
長寿命、低コスト、安全性の高い大型蓄
電システムの開発
フィールドテストによる実証等
・車載用蓄電池
エネルギー密度（250Wh/kg)や出力
密度（1,500W/kg)を目指す蓄電池
開発（EV用途）
エネルギー密度（200Wh/kg)や出力
密度（2,500W/kg)を目指す蓄電池
開発（PHEV用途）
・革新型蓄電池
蓄電池の内部反応メカニズムの解明
革新型蓄電池の基盤技術開発

・ 大型蓄電池
成果の普及展開

・車載用蓄電池
エネルギー密度（250Wh/kg)や出力密
度（1,500W/kg)を目指す蓄電池開発
（EV用途）
エネルギー密度（200Wh/kg)や出力密
度（2,500W/kg)を目指す蓄電池開発
（PHEV用途）
・革新型蓄電池
革新型蓄電池の基盤技術の深耕

技術開発 技術の確立

技術開発

体制構築 技術開発

情報交換・成果の受け渡し

情報交換・成果の受け渡し

蓄電池材料評価法の開発

システム化・実用化技術開発

モジュール化技術の開発

制御技術の開発（蓄電池システムの開発）

要素技術開発

2013年度（成果）
アウトカム

中間目標（2020年～）
＜成果目標(2030年)＞

エネルギー（８）

・ 先進リチウムイオン電池材料の評価手順
書の作成

・ 全固体電池材料の標準構成電池の試
作に向けた材料等の検討を実施

・ 先進リチウムイオン電池材料評価技術の
開発、妥当性の検証
・ 全固体電池材料の標準構成電池の試
作方法等、基礎検討の実施

・ 全固体電池材料の評価技術の標準構
成電池の試作方法等、基礎検討の実
施

・ 大型蓄電池
長寿命、低コスト、安全性の高い大型蓄
電システムの開発
フィールドテストによる実証等
・車載用蓄電池
エネルギー密度（250Wh/kg)や出力
密度（1,500W/kg)を目指す蓄電池
開発（EV用途）
エネルギー密度（200Wh/kg)や出力
密度（2,500W/kg)を目指す蓄電池
開発（PHEV用途）
・革新型蓄電池
蓄電池の内部反応メカニズムの解明
革新型蓄電池の基盤技術開発

Ｈ２６アクションプランでの連携
次世代蓄電池技術
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高性能断熱材・蓄熱材
や熱マネジメント技術の
実用化

2014年度 2015年度 2016年度主な取組

システム化・実用化技術開発

要素技術開発

高性能蓄熱・断熱材の開発

高性能熱電変換材料の開発

【社会実装に向けた取り組み】
・事業化の隘路となる規制の緩和、保安基準の検証・見直し
・国際展開のための技術開発段階からの国際標準化、基準化、認証システムの推進

蓄
熱
・
断
熱
等
技
術

熱回収・輸送・利用技術の開発

革新的エネルギー変換・貯蔵・輸送技術の高度化

・ 革新的材料開発に係る体制整備

・ 新規原理の熱電変換物質開発に
係る理論による物質設計

・ 新規熱電物質の合成と評価

・ 革新的な材料探索等による要素技術
の基礎的検討

・ 実用化に向けた要素技術の基礎的検討
及び最適化

・ 新規熱電変換の構造シミュレーション等に
よる性能の最適化

・ 実用化に向けた要素技術の有効性の確認

・ 新規原理の実証と性能向上

・ 高温ヒートポンプの試作
（80℃→160℃におけるＣＯＰ
3.0の達成）

・ 高性能蓄熱材料の探索・検証
（蓄熱密度1MJ/kgの調査研究
等）

・ 高温用断熱材料の開発
（高強度及び高断熱性を実現可
能な原料の探索等）

・ 高性能蓄熱材料の探索・開発と選別
（表面修飾による化学蓄熱材料の低温
化検討等）
・ 高温用断熱材料の開発
（高融点・高強度原料の最終スクリーニ
ング等）

・ 高性能 蓄熱材料の試作
（高充填密度/高熱伝達蓄熱ユニットの設
計）
・ 高温用断熱材料の開発
（均質な細孔径や細孔形状を付与できる
製造プロセス技術の確立等）

・ 高性能蓄熱材料の用途別ニーズの把握
（蓄熱密度：0.3MJ/kgの達成）

・ 高温用断熱材料の要素技術再検討、最適化
（圧縮強度：5MPa、熱伝導度：0.30W/m・
K）

・ 高性能熱電材料開発に係る廃熱用モ
ジュールの試作、材料の探索・開発
（熱電用有機材料の設計合成等）

・ 高性能熱電材料開発に係る車載用モ
ジュールの試作、材料の探索・開発
（熱電材料要素技術開発等）

・ 高性能熱電材料開発に係るモバイル用モ
ジュールの試作、材料の探索・開発
（熱電用有機材料の設計合成等）

・ 高性能熱電材料開発に係るモジュール
材に適した材料の選別
（性能指数：ＺＴ＝1.5の達成）

・ 高温ヒートポンプ開発に係る要素技
術の確立
（システムの基本設計等）

・ 高温ヒートポンプ開発に係る要素技術
の確立
（システムの詳細設計等）

・ 高温ヒートポンプ開発に係る要素技術の
確立
（ヒートポンプの最適設計シミュレーション技
術の確立等）

技術開発

技術開発

体制構築

技術開発

情報交換・成果の受け渡し

成果の活用

情報交換・成果の受け渡し

技術開発

2013年度（成果）

Ｈ２６アクションプランでの連携
未利用熱エネルギー活用技術

アウトカム
中間目標（2020年～）
＜成果目標(2030年)＞

エネルギー（８）
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超電導送電の実用化

2014年度 2015年度 2016年度主な取組

超
電
導
送
電
技
術 【社会実装に向けた取り組み】

・事業化の隘路となる規制の緩和、保安基準の検証・見直し
・国際展開のための技術開発段階からの国際標準化、基準化、認証システムの推進

要素技術開発

システム化・実用化技術開発

超電導送電の運用技術開発

革新的エネルギー変換・貯蔵・輸送技術の高度化

超電導線材料の開発

超電導ケーブル冷却技術の開発

2013年度（成果）
アウトカム

中間目標（2020年～）
＜成果目標(2030年)＞

エネルギー（８）
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